様式第1号（第5条関係）
（表）
年　　月　　日

被災家屋解体及び撤去給付金申請書

酒田市長　　宛

１　申請者（被災家屋を解体及び撤去する者）
	住所
	〒

	
	

	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	印

	氏名
	
	

	生年月日
	
	電話
	


令和６年７月大雨災害による以下の被災家屋について、解体及び撤去を実施しますので、被災家屋解体及び撤去給付金について申請します。

２　被災家屋の概要
	所在地
	□申請者住所と同じ
□異なる　所在地（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	所有者
	□申請者本人
□異なる　所有者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　申請者との関係
□配偶者　　□子　　□親　　□その他（　　　　　　　　　　）

	罹災証明書
	判定：□大規模半壊　　□中規模半壊　　□半壊



３　振込口座（「１　申請者」本人名義の口座であること）
　　以下の（１）、（２）のいずれかを記載してください。
　（１）ゆうちょ銀行を除く金融機関
	口座名義
	（フリガナ）

	
	

	金融機関名
	
	□銀行　□金庫
□農協　□信用組合
□漁協
	金融機関コード
	
	
	
	

	支店名
	
	□本店　□支店
□出張所
	支店コード
	
	
	
	

	預金種目
	□普通　　□当座
	口座番号（右詰め）
	
	
	
	
	
	
	


　　
　（２）ゆうちょ銀行
	口座名義
	（フリガナ）

	
	

	通帳記号
	１
	
	
	
	０
	通帳番号（右詰め）
	
	
	
	
	
	
	
	１


（裏）


４　添付書類
　（１）申請者の本人確認書類の写し
※申請者の運転免許証、マイナンバーカード（表面）、パスポート等の写しのうち
いずれか一つ
　（２）罹災証明書の写し
（３）受取口座を確認できる書類の写し
　　　　※通帳やキャッシュカードの写しなど、受取口座の金融機関名・口座番号・口座名義人
を確認できる部分の写し

[bookmark: _GoBack]

被災家屋解体及び撤去給付金申請に関する同意

　この申請による被災家屋について、被災家屋解体及び撤去給付金の申請を行うにあたり、以下の点について同意します。

１　当該被災家屋を全部解体及び撤去すること。（一部解体は、給付金対象外となること。）
２　当該被災家屋の解体及び撤去は、令和７年７月３１日までに完了すること。
３　被災家屋解体及び撤去報告書（様式第２号）の提出をもって、給付金が支給されること。
４　当該被災家屋の解体及び撤去に関して、すべての権利関係者（共有者、相続人、抵当権者等）の同意を得ており、市に対し、解体及び撤去に関する一切の不服申し立て及び紛争の提起をしないこと。
５　当該被災家屋の解体及び撤去に関し、権利関係者その他の者との紛争が発生した場合は、申請者の責任において解決すること。
６　申請書提出の際に提示された運転免許証など本人確認ができる書類を市が複写すること。
７　市が当該給付金に関する事務を行うため、当該被災家屋にかかる固定資産税・都市計画税の評価及び賦課に関する情報について、必要な範囲で閲覧、照会及び提供をすること。
８　市が当該被災家屋の敷地内に立ち入り、必要な調査を行うこと。
９　申請する世帯構成員の中に、酒田市暴力団排除条例（平成24年条例第10号）第２条第３号
に規定する暴力団員等はいないこと。
10　当該給付金については、一時所得として課税対象となり、次年度以降の市税等へ影響を与える可能性があること。


申請者氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

